
 

  

 

○ 福岡市は、平成 16 年度から、「自治協議会制度」を開始し、自治協議会を「共働の

パートナー」とした新たなコミュニティ施策を実施し、住民自治及びコミュニティ

と市の共働によるまちづくりを推進している。 
 

○ 自治協議会制度発足から 10 年が経過した平成 26 年 7 月に「地域のまち・絆づくり

検討委員会」を設置し、これまでの成果と課題、求められる取組みなどについての

検討が行われ、平成 27年 10月に｢魅力づくり｣「絆づくり」｢担い手づくり」の提言

を受けた。 
 

○ 市は、この提言を踏まえ、地域のまちづくりを，「自治の確立」の段階から，自治協

議会を中心に企業や NPO，大学などと共に創る「共創」の段階に進め，地域の未来を

様々な主体と共に創る取組みを推進に向けた取り組みに着手した。 

 

○ これらの取り組みを着実に推進するため、様々な主体がそれぞれの役割に応じて、共

創による地域のまちづくりに取り組むために、必要な事項等についての情報交換及び協

議を行うための組織として、「共創による地域づくり推進協議会」を設置する。 

 

※ コミュニティに関する取り組みの経過 
 

平成16年 

４月 

平成18年 

10月 

平成 19年 

10月 

 

平成 20年 

４月 

10月 

 

平成 26年 

７月 

平成 27年 

10月 

 

｢自治協議会制度｣をはじめとした新たなコミュニティ施策を開始 

 

｢福岡市コミュニティ関連施策のあり方検討会」を設置 

 

検討会が「コミュニティ関連施策のあり方に関する提言（第１次）」を市長に提出 

（「コミュニティへの財政的支援のあり方」を中心とした内容） 

 

提言を踏まえ｢活力あるまちづくり支援事業補助金」の見直しを実施 

検討会が「コミュニティ関連施策のあり方に関する提言（第２次）」（最終提言）を市長に提出 

（「コミュニティの自治の確立」「コミュニティと市の共働」に関する内容） 

 

｢地域のまち・絆づくり検討委員会」を設置 

 

検討会が「地域のまち・絆づくり検討委員会 提言」を市長に提出 

｢魅力づくり｣「絆づくり」｢担い手づくり」向けた取り組みを開始 

 

 

 

協議内容 
 

（1）市が前年度に実施した事業，当該年度に実施予定の事業について意見等をいただ

く。 

 
(2) それぞれの主体で行なわれている，また，情報として把握しているコミュニティ

支援施策や共働による取り組みなどについての情報交換・共有を行う。 

 

 

 

基本的に１年に１度。次年度以降は、毎年 9月頃に会議を開催し、協議等を行う。 
 

第１回推進協議会（平成 28年３月 28日） 

〔協議事項〕 

・地域コミュニティをめぐる現状等について 

・平成 26，27年度事業の実施状況について 

・平成 28年度の新規事業等について 

・今後の推進協議会における協議内容，進め方について  など 

 

 

 

第２回以降の推進委員会（毎年９月頃） 

〔協議事項（案）〕 

・平成 27年度事業の実施内容についての意見交換 

・平成 28年度の新規事業等取り組み状況についての意見交換 

・それぞれの主体における取り組みなどの情報共有  など 

「共創による地域づくり推進協議会」設置の趣旨及び協議内容 

１ 本協議会設置の趣旨 ２ 本協議会における協議内容（案） 

３ 開催スケジュール（予定） 

資料１ 
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■Ⅰ 魅力づくり 

 
 
 
                                    [主な事業等の状況]    

主な事業等 事業等の実績 

（1）自分の地域やコミュニティ活動への関心を高める 

 ア 「自治協議会サ

ミット」の開催 

・「第 3回福岡市自治協議会サミット」を、福岡市自治協議会等７区会長会との共催により開催 

<開催日時> 平成26年 8月 26日（土）13:30～14:30 

<会場>   ももちパレス 大ホール 

<参加人数> 約 750人（自治協議会関係者、市民など） 

<内容>    

■ 活動事例発表 

区 団体名 発表テーマ 

東 青葉校区自治連合協議会 安全安心のまちづくり 

博多 吉塚校区自治協議会 防犯で住よいまち 吉塚 

中央 草ヶ江校区自治協議会 
人材育成 -新任町内会長向けの研

修の実施と引き継ぎ資料の作成- 

南 西高宮校区自治連合会 

地域のシンボルづくり -世代を超

えた地域住民が参加できる新しい

祭りの創設- 

城南 城南校区自治協議会 
出会い ふれあい 助け合い  

明るいわが町 わが校区 

早良 野芥校区自治協議会 住んでよかったそんな街に 

西 北崎校区自治協議会 
北崎の魅力とまちづくり活動 

～北崎を考える会～ 

 

■ 意見交換・質疑 

コーディネーター：十時 裕（福岡市地域活動アドバイザー） 

コメンテーター：福岡市自治協議会等７区会長会代表 石川 孝治 

平山 清子 

福岡市 東区長 日下部 修 

事例発表者 ：7 名 

 

 

イ 「コミュニティ

通信」を通じた

地域情報の発

信 

・「コミュニティ通信」（21年 10月創刊）を発行した 

<26年度発行実績> 4/1号、7/1号、10/1号、1/1号 ※ 年 4回発行 

<発行部数> 毎号 45,000 部（自治協議会等を通じ、地域で回覧） 

<掲載内容>  

  ■４／１号（第１９号） ～テーマ 地域活動～ 

 校区の特色ある活動事例（８校区） 

団体 内容 

東区箱崎校区 伝統行事・文化を次の世代に継承する「箱崎文化保存会」の活動を紹介 

博多区板付・板付北校区 地域を流れる河川を自分たちで守っていく活動を紹介 

中央区草ヶ江校区 校区独自の「草ヶ江“笑顔”音頭に関する取り組みを紹介 

南区西長住校区 三世代交流事業の「アーリーモーニング・ハイク」の活動を紹介 

城南区田島校区 公民館移転３０年を記念して制作された「校区の歌」について紹介 

早良区飯倉校区 子ども育成団体を再編した「飯倉校区子ども部会」の活動について紹介 

西区金武校区 「金武の子は金武の宝」の考えのもと，地域の共育（ともいく）の取組みについて紹介 

 

 

資料４ 平成２６年度の事業実施状況 



2 

主な事業等 事業等の実績 

 イ 「コミュニティ

通信」を通じた

地域情報の発

信（つづき） 

■７／１号（第２０号） ～テーマ 交流～ 

校区の特色ある活動事例（５校区） 

団体 内容 

東区和白東校区 姉妹都市のオークランド市との文化交流について紹介 

博多区那珂南校区 台湾の後龍（ホウロン）国民小学校との交流について紹介 

南区宮竹校区 校区内にある学生寮の大学生との交流について紹介 

城南区堤校区 知的障がい者通所更生施設「葦の家」との交流について紹介 

早良区区百道校区 三世代の交流を目的とした「三世代交流餅つき大会」について紹介 

■１０／１号（第２１号） ～テーマ スポーツ～ 

校区の特色ある活動事例（６校区） 

団体 内容 

東区香椎下原校区 ねんりんクラブ連合会による親善交流大会について紹介 

博多区冷泉地区 三世代がラジオ体操を通じて交流を深める活動について紹介 

中央区舞鶴地区 小学生から高齢者までが参加する「スポーツフェスタ」について紹介 

南区三宅校区 小学４～６年生を対象に地域の大人が指導する「わくわくスポーツ塾」について紹介 

城南区６中学校区 区内の中学校ブロック対抗の交流大会について紹介 

西区壱岐東校区 スポーツを通じて校区の活性化に取り組む活動について紹介 

■１／１号（第２２号） ～テーマ：男女共同参画～ 

校区の特色ある活動事例（６校区） 

団体 内容 

東区香椎校区 老若男女が楽しく関われる祭りを目指して開催されている「香椎灯明まつり」について紹介 

中央区警固校区 校区在住の10～70歳代の男性とのワークショップ等の取組みについて紹介 

南区東花畑校区 ワールドカフェ方式での男女の意見交換などの取り組みについて紹介 

城南区男女共同参画連絡会 城南区の地域振興イベントの「ふれあい城南フェスティバル」について紹介 

早良区高取校区 校区男女共同参画協議会の活動について紹介 

西区壱岐校区 男女共同参画の会が中心となって作った「壱岐いき音頭」について紹介 
 

ウ 「ふくおか市政

だより」への記

事掲載 

・各区の情報を掲載する「区版」を中心に、コミュニティの活動や取り組みを紹介する記事を

掲載している   

【全市版】6/15,7/15,10/1 【東】6/15，7/15，10/1 

【博多】4/15,6/1,6/15,7/15,8/15，12/1  

【中央】6/15，7/1，8/15，9/15，10/1，10/15，11/15，12/15，1/1，2/1，2/15，3/1 

【南】4/1,5/1,7/15,8/1,8/15,9/1,9/15,11/15,12/1,2/1,2/15,3/1 

【城南】4/15,5/15,6/15,7/15,8/15,9/15,10/15,11/15,12/15,2/15,3/15 

【早良】4/1,4/15,6/15,7/1,7/15,9/1,10/1,10/15,11/15,12/1,1/1,2/15,3/1 

【西】4/15,6/1,8/1,8/15,9/15,10/1,2/1,3/15 

 

 

エ 市ホームペー

ジの充実 

・市ホームページに次の事柄を掲載し、情報を発信している 

－「コミュニティ通信」（4/1号、7/1号、10/1号、1/1号） 

－「コミュニティの自治の確立」「コミュニティと市の共働」に向けた取り組みの実施状況 

・ 区ホームページで、自治協議会の活動紹介や公民館の紹介などを行っている 
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主な事業等 事業等の実績 

 オ コミュニティ

が行う広報活

動の支援 

【広報講座】 

・各区において、次の講座を実施している 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

城南 自治協議会等広報講座 広報担当者 6/17,6/24 53人 

 

【まちづくりＩＣＴ活用支援事業】 

・自治協議会等の希望に応じて、インターネット等を用いた地域情報の発信の支援を行ってい

る〔H22.4月～〕 

－ブログを活用した情報発信の支援、運営方法に関する講座を実施 

－ポータルサイト「Ｆｕｋｕコミュ」での紹介 

－ケーブルテレビ番組を利用して上記活動を紹介 

 

カ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援                           再掲 Ⅱ-（１）ア 

 

（2）幅広い多くの地域住民の参加 

 ア ボランティア

体験事業の実施 

・福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」の相談事業として、ボランティア活

動に興味がある一般市民、学生、社会人などに、それぞれのニーズに合わせた体験活動プログ

ラムを提供する「ボランティア体験事業」を実施している〔H24.4月～〕  

 

<26年度体験プログラム数>  33 

<26年度体験人数>      170人 

 

イ ボランティア

に興味がある市

民への情報提供 

【「あすみん」を通じた情報提供】 

・市内の全公民館にＮＰＯ・ボランティア活動に関するメールマガジンを配信している（月２

回） 

 

・ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」内に、「市政だより」や各校区の「公民館だ

より」に掲載されているボランティア情報を掲示している 

 

・ボランティアに興味・関心を持つ市民を対象に「ボランティア入門講座」を実施した 

〔5月に合計 2回実施〕 

 

 

【研修】 

・区において、自治協議会や公民館が連携して実施する次の講座等を支援した 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

城南 大学生への地域活動ガイダンス 福岡大学・中村学園大学

学生、自治協議会（七隈

校区） 

福岡大学・中村大学学

生、自治協議会 

5/24 

 

 

12/21 

63人 

 

 

98人 

 

城南 ＰＴＡ活動者の地域活動研修 小・中PTA役員等、自治

協議会（七隈校区） 

小 PTA役員等、自治協議

会（長尾校区） 

6/28 

 

61人 

 

 

 

 



4 

主な事業等 事業等の実績 

 ウ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援                         再掲 Ⅱ-（１）ア 

 

エ 公民館事業を通じた人事発掘・育成                                             再掲 Ⅳ-（１）ア 

（3)校区・地区の実情・特色に応じたコミュニティ活動や運営 

 ア 「活力あるまち

づくり支援事業

補助金」による

支援 

・自治協議会が主体的に活用できる補助金（人口に応じ 5区分、230-370万円）を申請に応じて

交付している〔147自治協議会に交付〕 

 

イ 「自治協議会サミット」の開催                         再掲 Ⅰ-（１）ア 
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■Ⅱ 絆づくり  
                                    [主な事業等の状況]    

主な事業等 事業等の実績 

（1）顔の見える関係づくり 

 ア 「地域デビュー

応援事業」によ

る自治会・町内

会への支援 

 

 

・自治会・町内会が行う，幅広い世代の住民が気軽に楽しく参加し，交流できるような工夫を

こらした新たな取組みを支援している 

 

  【補助金額】 

    本事業による補助金の交付は，１団体につき１事業のみとし，３年を限度とする。 

    補助金の額は次の表の事業区分に応じ算定した額とする。 

 

 

 

 

 

  【26年度交付実績】 

    新規事業 117件，ﾘﾆｭｰｱﾙ事業 81件  合計 198件 

 

 

事業区分 補助率 補助金の限度額 

新規事業 
１年目 5分の 4以内 100,000円 

2・3年目 2分の 1以内 50,000円 

リニューアル事業 1～3年目 2分の 1以内 50,000円 

イ 自治協議会と

連携して実施

する等による

自治会・町内会

向けの研修会

等の開催 

【自治会・町内会長研修】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

東 自治会長研修 自治会長（青葉校区） 

自治会長(多々良校区) 

自治会長(和白校区) 

4/25 

5/7 

7/5 

41人 

博多 自治会長・町内会長研修会 自治会・町内会長等 

 

9/6 79人 

中央 自治会・町内会長交流会 自治会・町内会長等 2/27 42人 

南 新任自治会・町内会長研修 新任自治会長・町内会長 6/10,6/19 63人 

城南 新任自治会・町内会長研修 新任自治会長・町内会長 9/25 40人 

早良 自治会・町内会役員研修 自治協議会、自治会・町内

会の役員 

8/28 51人 

西 自治会・町内会新任役員研修 新任自治会・町内会長等 5/23 132人 
 

ウ 自治会・町内会

の法人認可 

（地縁団体認可） 

 

・自治会・町内会等の地縁による団体について、申請に応じ、法人として認可している〔随時〕 

<26年度認可数>  ４件 

            ※ 制度発足(H13)からの法人認可数：341件 

 

 エ 市民向けＰＲ

チラシの作成･

配布  

・コミュニティの大切さや取り組みを紹介し、市民の理解を求めるチラシを作成し、配布を行

っている〔H22.3月～〕 

<配布方法>  区役所市民課窓口にて、市外からの転入者に配布 

 

・自治会・町内会自らが、転入者や未加入者に対し自治組織の意義や重要性について PRするこ

とができ、自治会の名称や連絡先を記載できるチラシを配布〔H25.3月～〕 
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主な事業等 事業等の実績 

 オ ｢自治会活動ハ

ンドブック」の

作成、配布 

事業完了 

 

 

 

※ 区によっては、このハンドブックを活用した研修会を実施 

※ 平成 22 年度には姉妹編として、「自治会長の知恵袋」（実際の活動現場で生まれたアイデア

やノウハウ、先進的な取り組みを、運営や活動の場面ごとにまとめた事例集）を作成 

 

 

カ 集合住宅入居者の自治会・町内会加入の促進                                     再掲Ⅱ-（２）ア 

 

（2）集合住宅入居者の地域との関わり 

 ア 集合住宅入居

者の自治会・

町内会加入の

促進 

 

・ＵＲ都市機構「福岡営業センター」にて、入居契約者に対する自治活動参加促進チラシの配

布、「コミュニティ通信」のセンターでの備え付けを依頼した。 

・区において、次の取り組みを行った。 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

西 

下記、西区コニュニティ活動推

進協定に基づく三者による情

報交換会議 

西区自治協議会会

長会役員 

 

2/18 

 

24人 

西区コミュニティ推進協定締結（平成 25年 11月9日） 

※西区自治協議会会長会、(公社)福岡県宅地建物取引業協会福岡西支部、西区

役所の三者で校区自治協議会並びに自治会・町内会が取り組む安全・安心で明

るく住みよいまちづくり活動に対し、連携して取り組んでいく旨の協定を締結 

 

 

 

 

イ 市民向けＰＲチラシの作成・配布                                               再掲Ⅱ-（１）エ 

（3)地域の各種団体間等の連携強化 

 ア 活力あるまちづくり支援事業補助金の交付                    再掲Ⅰ-（３）ア 

 

                                                                

平成 22年３月に「自治会活動ハンドブック-第２次改訂版-」及びパン

フレット「住みよいまちをみんなでつくろう！」を発行 
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■Ⅲ 担い手づくり 
   
 

[主な事業等の状況] 

主な事業等 事業等の実績 

(1) 地域活動への参加者を増やす 

 ア 自治協議会活

動の活性化に

向けた研修会

等の開催や勉

強会への協力 

【事例発表会・シンポジウム等】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

早良 地域コミュニティ推進交流会（情報交換

会） 

自治協議会会長、公民

館職員、区職員 

12/1 70人 

西 コミュニティ推進講演会 自治協議会会長、公民

館職員、区職員等 

12/6 130人 

【自治協議会実務者研修】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

東 自治協議会実務者研修 

 

自治協議会役員及び各

種団体役員 

 

5/22（八田校区） 

7/4（舞松原校区） 

7/4 （筥松校区） 

5/20（青葉校区） 

94人 

 

南 自治協議会会計担当者研修 自治協議会会計担当者

藤 

6/10,6/19 27人 

城南 自治協議会等会計担当者研修 

（会計処理等に関する実務担当者研修） 

自治協議会会計担当者

等 

5/28（別府校区） 

5/30（堤地区） 

6/14（七隈校区） 

7/28（全校区） 

12/15（田島校区） 

2/9（堤丘校区） 

139人 

西 自治協議会実務研修 

テーマ別の意見交換会(ﾜｰﾙﾄﾞｶﾌｪ) 

自治協議会会長、副会

長、会計担当者等 

9/25 56人 

【リーダー養成講座】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

南 個人情報保護制度に関

して 

校区自治協議会代表者 7/18 45人 

城南 地域リーダー養成講座 地域リーダー養成講座（堤地区） 5/10 87人 

【その他】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

博多 「博多区魅力あるコミュニ

ティづくり」研修会 
自治協議会の会長・副会長・会計

等 
1/24 58人 

 

・中央区において、「キラリ校区支援事業」を実施  

校区を対象として，地域課題の抽出，解決策の検討などの取り組みを支援。 

２６年度は，地域の自主防災力の向上を図るための研修会として，防災士で構成する「博多 

あん・あんリーダー会」の会員をアドバイザーとして，大災害時を想定した災害図上訓練 

（ＤＩＧ）を警固校区で実施した。 
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主な事業等 事業等の実績 

 イ 自治協議会等

会長への感謝状 

の贈呈 

・自治貢献者に対し、市長から感謝状を贈呈した 

<対象者>    自治協議会会長退任者 

<贈呈人数>   贈呈人数 51人 

<贈呈式>    平成 26年8月 26日 

※「第 3回福岡市自治協議会サミット」の中で実施 

ウ 「自治活動ハンドブック」の作成，配布                      再掲Ⅱ-（１）オ 

 

エ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援              再掲Ⅱ-（１）ア 

 

オ 自治協議会と連携して実施する等による自治会・町内会向けの研修会等の開催     再掲Ⅱ-（１）イ 

(2) 地域役員等の担い手づくり 

 ア コミュニティ

への協力依頼

の整理・削減 

【全局・区・室での取り組み推進】 

＜25 年度までの取り組み＞ 

・21年度から見直しに本格着手し、推進本部を中心に全庁的な見直しを推進してきたが、十

分な取り組みがなされていなかった。 

・そこで、平成22年度に、推進本部の中で取り組み方針を改めて確認し、全局・区・室にお

いて、再度、協力依頼の見直しに向けた検討作業を実施した上で、着実に見直しを実行す

るよう周知徹底を図った。 

・推進本部において、引き続き着実に見直しを実行するよう、取り組み内容の周知徹底を図

った。 

 

イ 公民館事業を通じた人材発掘・育成                        再掲Ⅳ-（１）ア 

 

ウ 自治協議会と連携して実施する等による自治会・町内会向けの研修会等の開催     再掲Ⅱ-（１）イ 

 

エ 自治協議会活動の活性化に向けた研修会等の開催や勉強会への協力          再掲Ⅲ-（１）ア 

 

オ 「自治協議会サミット」の開催                                       再掲 Ⅰ-（１）ア 

 

カ 自治協議会等会長への感謝状の贈呈                                               再掲 Ⅲ-（１）イ 

 

キ 活力あるまちづくり支援事業補助金の交付                     再掲Ⅰ-（３）ア 
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■Ⅳ 全体を通じた取組 
                                     [主な事業等の状況] 

主な事業等 事業等の実績 

(1) 公民館の取組 

 

 

 

 

 

 

ア 公民館事業を

通じた人材発

掘・育成 

 

【公民館地域人材発掘・育成支援事業】 

・団塊の世代や地域ボランティアに関心を持つ人など、地域における多様な人材のコミュニ

ティデビューを促す事業を地域と連携して実施し、活動の担い手づくりを通じて、コミュニ

ティの活性化を図ることを目的に実施〔H24.4月～〕 

 

【自治会コミュニティ応援事業】 

・単位自治会では，様々な悩みを抱え，一人で負担を感じている自治会長も増えてきている

ことから，公民館が，自治会・町内会長同士や公民館長等との交流を図り，地域課題や課題

解決の成功事例等を共有し，解決策を見出す機会となる事業を実施することにより，地域コ

ミュニティ活動の支援を推進することを目的に実施 

 

イ 自治協議会等

との連携によ

る効果的・効率

的な事業の推

進 

 

・公民館運営懇話会（地域団体の代表者等で構成）を通し、地域の課題の把握に努めている 

・公民館と区の連携を強化し、さまざまな地域課題に応じた学習機会の提供に努めている 

・地域との情報共有や役割分担などにより、地域が自主的・主体的に行う事業と公民館事業

の重複を避け、効果的な事業実施を図っている 

・区においては、研修会などを公民館長と自治協議会会長が合同で実施するなど、地域課題

などを把握する工夫を行っている 

・区において、次の取り組みを行った 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

南 南区自治組織協議会・公民館長

会合同研修「生まれ変わろう 

公民館・自治協議会」 

 

校区自治協議会代表

者、公民館長、区職員

等 

1/23 62人 

早良 地域コミュニティ推進交流会

（情報交換会） 

自治協議会会長、公民館職

員、区職員 

12/1 70人 

 

 

 

ウ 公民館による

自治協議会等

のコミュニテ

ィ支援の充実 

 

【コミュニティに対する情報提供・施設提供など】 

・情報提供・施設提供などの支援を引き続き実施している 

・公民館職員のパソコン処理能力の向上を図り、ホームページや公民館だよりなどの情報発

信力を強化する「公民館情報発信力向上支援事業」を、平成 22 年度より全市に拡大し実

施している（早良区は平成 21年度より実施） 

・公民館ブログや公民館だよりと連携し，地域コミュニティの広報活動等を支援する 
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主な事業等 事業等の実績 

 エ 公民館職員へ

の研修などの

実施 

 

職員の資質向上を図るため、各区において、自治協議会との連携やコミュニティの支援、生

涯学習、人権教育に関する研修などを実施している〔年6回〕 

・新任・再任公民館職員を対象に、自治協議会との連携やコミュニティ支援に関する研修を

実施している 

・校区担当職員による公民館訪問を通して公民館への助言･指導に努めている 

 

(2) 情報通信技術（ＩＣＴ）の活用促進 

 ア コミュニティが行う広報活動の支援                                                再掲Ⅰ-(1)オ 

 

(3) 市役所のあり方 

 ア 校区担当職員
による自治協
議会等のコミ
ュニティ支援
の充実 

 

・コミュニティ支援に活用できるよう、校区担当職員への研修の中で、地域における課題へ

の対応策などについての意見・情報交換を行った （Ⅳ-（３）エ） 
 

 

 

 

 イ 校区担当職員 

への研修の実
施 

 

・校区担当職員を対象に、次の研修を行った〔7～8月〕 

 対象 日時 内容 

新任校区担当

職員 

5/30 ・コミュニティ施策・事業について 

・公民館について 

・校区担当職員に求められるものについて 

校区担当職員

（全員） 

6/3 

6/12 
・ＮＰＯの基礎研修 

・コミュニケーション研修 

6/17 

6/18 

・人権研修 

・ワークショップ 

 ～新しい担い手によるコミュニティ形成～ 
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主な事業等 事業等の実績 

 ウ 職員研修の実
施 

 

【コミュニティに関する全職員研修（集合研修）】 

・全職員対象の必修研修として「コミュニティに関する全職員研修」を実施している 
〔H21.11月～〕 

<26年度実施日・講師> ※ 各回２時間。14回開催 

日程 講師（主な役職） 
コーディネーター： 十 時  裕 氏（地域活動アドバイザー） 

1/26 中橋 庸介 氏 （弥永西校区自治協議会会長） 

  〃 

1/29 川邉 哲 氏   (那珂校区自治協議会会長) 

  〃 

1/30 山口 繁実 氏 （堤地区自治協議会会長） 

中西 英理 氏 （堤地区自治協議会庶務） 

  〃 

2/2 楠下 広師 氏 (春吉校区自治協議会会長) 

  〃 

2/4 

 

馬場 公司 氏 （東箱崎校区団体協議会会長) 

  〃 

2/5 橋本 幹生 氏  (飯倉校区自治協議会会長) 

  〃 

2/6 青木 敏文 氏 (下山門校区自治協議会会長) 

篠﨑 弘幸 氏 （姪北校区自治協議会会長） 

<主な内容>    ・コミュニティ施策の考え方、取り組むべき事項 
・写真によるコミュニティの活動紹介 
・外部講師によるミニフォーラム 

<受講者数>    約1,200人（各回 90人程度） 
<会場>      市職員研修センター 

・新規採用職員（社会人経験者含）に対し、「コミュニティと市の共働」について、 
研修を実施した。 

<研修の概要>  ・新規採用職員研修の中で実施 
・市職員が講師となり、自治協議会制度の概要を中心に説明 
（290人受講） 

【その他】 

・区において、所属職員を対象に、次の研修を実施した 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

城南 ｢自治と共働のまちづくり」職

員研修（区職員研修の中で実施） 

城南区役所職員 

（希望者）    

3/17 １８人 

 

エ 職員向け手引
きの作成 

事業完了 

 

 

 

※ 全職員研修の中で、テキストとして使用している 

 オ 市民向けＰＲチラシの作成･配布                         再掲Ⅱ-（１）エ 

 

カ 「コミュニティ通信」を通じた地域情報の発信                  再掲Ⅰ-（１）イ 

・平成21年11月に職員向け手引書「地域との共働の手引」を発行 

・平成26年12月に、「地域との共働の手引」(改訂版)を発行  

［改訂内容］自治協議会の設立数などを最新のものに更新  
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■Ⅰ 魅力づくり 

 
 
 
                                    [主な事業等の状況]    

主な事業等 事業等の実績 

（1）自分の地域やコミュニティ活動への関心を高める 

 ア 「自治協議会サ

ミット」の開催 

「第 4回福岡市自治協議会サミット」を、福岡市自治協議会等７区会長会との共催により開催 

<開催日時> 平成 27年11月 27日（金）13:30～16:30 

<会場>   ももちパレス 大ホール 

<参加人数> 約 600人（自治協議会関係者、市民など） 

<内容>    

■ 活動事例発表 

区 団体名 発表テーマ 

東 三苫校区自治協議会 高齢者も安心して暮らせるように 
「三苫営繕おたすけ隊」がお手伝い 

博多 東月隈校区自治協議会 献血ふれあい事業 in東月隈 
中央 笹丘校区自治連合会 地域の安心安全は向こう８軒両々隣 

南 長丘自治協議会 長丘の道路にみんなで考えた 
愛称をつけよう！ 

城南 別府校区自治協議会 別府っ子体力向上事業 
早良 飯倉中央校区自治協議会 三世代交流で明るいまちづくり 
西 下山門校区安全安心少年隊 下山門安全安心少年隊の活動について 

 

■ 意見交換・質疑 

コーディネーター：九州大学大学院芸術工学研究院教授  森田 昌嗣 氏 
         （地域のまち・絆づくり検討委員会委員長） 
コメンテーター ：福岡市自治協議会等７区会長会代表  石川 孝治 氏 

福岡市自治協議会等７区会長会代表  平山 清子 氏 
       ＮＰＯ法人ドネルモ代表理事     山内  泰 氏 

           （株）ふくや 網の目ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室室長   宗 寿彦 氏 
 

イ 「コミュニティ

通信」を通じた

地域情報の発

信 

・「コミュニティ通信」（21年 10月創刊）を発行した 

<27年度発行実績> 4/1号、7/1号、10/1号、1/1号 ※ 年 4回発行 

<発行部数> 毎号 45,000 部（自治協議会等を通じ、地域で回覧） 

<掲載内容>  

  ■４／１号（第２３号） ～テーマ 子ども～ 

 校区の特色ある活動事例（１区，６校区） 

団体 内容 

東区志賀島校区 県指定無形民族文化財に登録されている「歩射祭」を紹介 

博多区那珂南校区 校区青少年育成連合会が考案した「コッチボール」について紹介 

中央区当仁校区 子どもリーダーが企画・運営を「子ども文化祭」について紹介 

南区玉川校区 小学校と共同で作成している町内ごとの「七夕飾り」について紹介 

城南区別府校区 校区子ども会育成会主催の「学校に泊まろう」について紹介 

早良区 他校区の生徒との交流や地域活動への関心を持ってもらうための「早良区中学生クイズ大会」を紹介 

西区下山門校区 中学生と小学生で組織する「安全安心少年隊」の取組みついてを紹介 
 

資料５ 平成２７年度の事業実施状況 
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主な事業等 事業等の実績 

 イ 「コミュニティ

通信」を通じた

地域情報の発

信（つづき） 

■７／１号（第２４号） ～テーマ 安全・安心～ 

校区の特色ある活動事例（７校区） 

団体 内容 

東区若宮校区 地域と小学５年生が一緒に作成した「校区安全安心マップ」の取組みを紹介 

博多区美野島校区 防災委員会で作成した「地震避難マップ」の取組みを紹介 

中央区高宮校区 校区全町内を網羅した町内会毎の防犯パトロールの取組みについて紹介 

南区長住校区 女性に優しい避難所づくり・安心できる避難所づくりをテーマにした「防災研修」を紹介 

城南区鳥飼校区 住民が自主的に防犯・防災活動に参加する「ちょこパト」について紹介 

早良区加茂校区 「我が町は自分たちで守ろう」を合言葉に安全・安心に取り組む「なまずの会」について紹介 

西区玄界校区 福岡県西方沖地震を教訓に全島民を対象とした「防災訓練」について紹介 

■１０／１号（第２５号） ～テーマ スポーツ・健康～ 

校区の特色ある活動事例（５校区） 

団体 内容 

東区舞松原校区 ねんりんクラブ事業として実施した「カーリンコン大会」について紹介 

博多区春住校区 ３１年も続く校区の人気事業でもある「わいわいスケーティング」を紹介 

城南区城南校区 住民の交流と健康づくりを目的に毎週日曜日に開催する「ひまわりサンデーラジオ体操」を紹介 

早良区田村校区 健康づくりをしながら町をきれいにする「ウォーキング大会」を紹介 

西区内浜校区 公民館とスポーツ振興会共催の「卓球バレー」について紹介 

■１／１号（第２６号） ～テーマ：子ども・伝統文化継承～ 

校区の特色ある活動事例（４校区） 

団体 内容 

博多区博多校区 子どもから高齢者まで参加する「どんと焼き」について紹介 

中央区平尾校区 勤王の女流歌人「野村望東尼」の行跡を後世につなぐ取組みを紹介 

南区曰佐校区 幼児から小学生までが参加し長年続いている「子どもすもう大会」を紹介 

早良区田隈校区 １４回目となる「たぐま子どもキャンプ」の活動について紹介 
 

ウ 「ふくおか市政

だより」への記

事掲載 

・各区の情報を掲載する「区版」を中心に、コミュニティの活動や取り組みを紹介する記事を

掲載している   

【全市版】7/15,10/1,11/15 【東】7/1，7/15，8/15，9/15，10/1，10/15，2/15 

【博多】4/15,5/1,7/15,8/1,10/1，11/15，12/15，1/1  

【中央】4/1,4/15,5/1,5/15,6/15,7/15,8/1,10/1,10/15,11/15,12/1,1/1,2/15 

【南】4/1,4/15.5/1,5/15,9/1,9/15,10/15,11/1,11/15,12/1,1/1 

【城南】4/15,5/15,6/15,7/15,9/1,10/1,10/15,11/1,11/15,12/15 

【早良】4/1,4/15,5/15,6/15,7/1,7/15,8/1,8/15,9/15,10/1,11/15,12/15,1/1,2/15,3/1 

【西】4/1,5/15,6/15,8/1,9/1,10/15,12/15,2/15 

 

 

エ 市ホームペー

ジの充実 

・市ホームページに次の事柄を掲載し、情報を発信している 

－「コミュニティ通信」（4/1号、7/1号、10/1号、1/1号） 

－「コミュニティの自治の確立」「コミュニティと市の共働」に向けた取り組みの実施状況 

・ 区ホームページで、自治協議会の活動紹介や公民館の紹介などを行っている 
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主な事業等 事業等の実績 

 オ コミュニティ

が行う広報活

動の支援 

【広報講座】 

・各区において、次の講座を実施している 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

城南 自治協議会等広報講座 広報担当者 6/16,6/23 48人 

 

【まちづくりＩＣＴ活用支援事業】 

・自治協議会等の希望に応じて、インターネット等を用いた地域情報の発信の支援を行ってい

る〔H22.4月～〕 

－ブログを活用した情報発信の支援、運営方法に関する講座を実施 

－ポータルサイト「Ｆｕｋｕコミュ」での紹介 

－ケーブルテレビ番組を利用して上記活動を紹介 

 

カ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援                           再掲 Ⅱ-（１）ア 

 

（2）幅広い多くの地域住民の参加 

 ア ボランティア

体験事業の実施 

・福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」の相談事業として、ボランティア活

動に興味がある一般市民、学生、社会人などに、それぞれのニーズに合わせた体験活動プログ

ラムを提供する「ボランティア体験事業」を実施している〔H24.4月～〕  

 

<27年度体験プログラム数>  28 

<27年度体験人数>      164人 ※28年 1月末現在 

 

イ ボランティア

に興味がある市

民への情報提供 

【「あすみん」を通じた情報提供】 

・市内の全公民館にＮＰＯ・ボランティア活動に関するメールマガジンを配信している（月２

回） 

 

・ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」内に、「市政だより」や各校区の「公民館だ

より」に掲載されているボランティア情報を掲示している 

 

・ボランティアに興味・関心を持つ市民を対象に「ボランティア入門講座」を実施した 

〔5月に合計 2回実施〕 

 

 

【研修】 

・区において、自治協議会や公民館が連携して実施する次の講座等を支援した 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

城南 大学生への地域活動ガイダンス 福岡大学・中村学園大学

学生、自治協議会（七隈

校区） 

5/23 

 

54人 

 

城南 ＰＴＡ活動者の地域活動研修 小・中PTA役員等、自治

協議会（七隈校区） 

6/27 82人 
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主な事業等 事業等の実績 

 ウ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援                         再掲 Ⅱ-（１）ア 

 

エ 公民館事業を通じた人事発掘・育成                                             再掲 Ⅳ-（１）ア 

（3)校区・地区の実情・特色に応じたコミュニティ活動や運営 

 ア 「活力あるまち

づくり支援事業

補助金」による

支援 

・自治協議会が主体的に活用できる補助金（人口に応じ 5区分、230-370万円）を申請に応じて

交付している〔148自治協議会に交付〕 

 

 ※自治協議会の設立は 149校区/地区のうちすべての校区/地区で設立されている 

イ 「自治協議会サミット」の開催                         再掲 Ⅰ-（１）ア 
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■Ⅱ 絆づくり  
                                    [主な事業等の状況]    

主な事業等 事業等の実績 

（1）顔の見える関係づくり 

 ア 「地域デビュー

応援事業」によ

る自治会・町内

会への支援 

 

 

・自治会・町内会が行う，幅広い世代の住民が気軽に楽しく参加し，交流できるような工夫を

こらした新たな取組みを支援している（継続的に開催される「地域カフェ」などの交流の場づ

くりも対象とした） 

 

  【補助金額】 

    本事業による補助金の交付は，１団体につき１事業のみとし，３年を限度とする。 

    補助金の額は次の表の事業区分に応じ算定した額とする。 

 

 

 

 

 

  【27年度交付実績】（27年 12月31日時点） 

    １年目 新規事業 71件，ﾘﾆｭｰｱﾙ事業 29件   

２年目 新規事業 99件，ﾘﾆｭｰｱﾙ事業 74件   合計２７３件 

 

事業区分 補助率 補助金の限度額 

新規事業 
１年目 5分の 4以内 100,000円 

2・3年目 2分の 1以内 50,000円 

リニューアル事業 1～3年目 2分の 1以内 50,000円 

イ 自治協議会と

連携して実施

する等による

自治会・町内会

向けの研修会

等の開催 

【自治会・町内会長研修】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

東 自治会長研修 自治会長（八田校区） 6/11 15人 

博多 自治会長・町内会長研修会 自治会・町内会長等 

（各校区3名程度） 

5/23 47人 

中央 自治会・町内会長交流会 自治会・町内会長等 2/26 36人 

南 自治会長・町内会長ワーク

ショップ 

中堅自治会長・町内会長 6/9,6/18 49人 

西 自治会・町内会新任役員研

修 

新任自治会・町内会長等 5/26,5/29 86人 

 

ウ 自治会・町内会

の法人認可 

（地縁団体認可） 

 

・自治会・町内会等の地縁による団体について、申請に応じ、法人として認可している〔随時〕 

<27年度認可数>  ３件 （28年2月1日時点） 

            ※ 制度発足(H13)からの法人認可数：344件 

 

 エ 市民向けＰＲ

チラシの作成･

配布  

・コミュニティの大切さや取り組みを紹介し、市民の理解を求めるチラシを作成し、配布を行

っている〔H22.3月～〕 

<配布方法>  区役所市民課窓口にて、市外からの転入者に配布 

 

・自治会・町内会自らが、転入者や未加入者に対し自治組織の意義や重要性について PRするこ

とができ、自治会の名称や連絡先を記載できるチラシを配布〔H25.3月～〕   
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主な事業等 事業等の実績 

 オ ｢自治会活動ハ

ンドブック」の

作成、配布 

事業完了 

 

 

 

※ 区によっては、このハンドブックを活用した研修会を実施 

※ 平成 22 年度には姉妹編として、「自治会長の知恵袋」（実際の活動現場で生まれたアイデア

やノウハウ、先進的な取り組みを、運営や活動の場面ごとにまとめた事例集）を作成 

 

 

カ 集合住宅入居者の自治会・町内会加入の促進                                     再掲Ⅱ-（２）ア 

 

（2）集合住宅入居者の地域との関わり 

 ア 集合住宅入居

者の自治会・

町内会加入の

促進 

 

・ＵＲ都市機構「福岡営業センター」にて、入居契約者に対する自治活動参加促進チラシの配

布、「コミュニティ通信」のセンターでの備え付けを依頼した。 

 

・区において、次の取り組みを行った。 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

西 

下記、西区コミュニティ活動推

進協定に基づく三者による情

報交換会議 

西区自治協議会役員（四

役） 

2/19 14人 

西区コミュニティ推進協定締結（平成 25年 11月9日） 

※西区自治協議会会長会、(公社)福岡県宅地建物取引業協会福岡西支部、西区

役所の三者で校区自治協議会並びに自治会・町内会が取り組む安全・安心で

明るく住みよいまちづくり活動に対し、連携して取り組んでいく旨の協定を

締結 

 

 

 

 

イ 市民向けＰＲチラシの作成・配布                                               再掲Ⅱ-（１）エ 

（3)地域の各種団体間等の連携強化 

 ア 活力あるまちづくり支援事業補助金の交付                    再掲Ⅰ-（３）ア 

 

                                                           

平成 22年３月に「自治会活動ハンドブック-第２次改訂版-」及びパン

フレット「住みよいまちをみんなでつくろう！」を発行 
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■Ⅲ 担い手づくり 
  
 

[主な事業等の状況] 

主な事業等 事業等の実績 

(1) 地域活動への参加者を増やす 

 ア 自治協議会活

動の活性化に

向けた研修会

等の開催や勉

強会への協力 

【事例発表会・シンポジウム等】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

早良 地域コミュニティ推進交流会（情報交換会） 自治協議会会長、公民館職

員、区職員 

2/18 75人 

西 西区自治協議会・公民館長会合同研修 

「原子力災害講演会」 

自治協議会会長、公民館職

員、区職員等 

7/24 339人 

【自治協議会実務者研修】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

東 自治協議会実務者研修 

 

自治協議会役員及び各種

団体役員 

 

6/21（八田校区） 

6/6（多々良校区） 

6/30（千早校区） 

8/26（城浜校区） 

101人 

南 校区各種団体への会計研修 各種団体の会計担当者 5/14（西高宮校区） 

6/27（長住校区） 

6/27（大池校区） 

2/26（弥永西） 

80人 

城南 自治協議会等会計担当者研修 

（会計処理等に関する実務担当者研修） 

自治協議会会計担当者等 7/22（別府校区） 16人 

西 自治協議会実務研修 

テーマ別の意見交換会(ﾜｰﾙﾄﾞｶﾌｪ) 

自治協議会会長、副会長、

会計担当者等 

9/17 61人 

【リーダー養成講座】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

南 地域のコミュニケーショ

ン力アップのためのＷＳ 

校区自治協議会代表者 7/28 25人 

城南 地域リーダー養成講座 地域リーダー養成講座（堤地区） 5/16 17人 

【その他】 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

南区 校区自治協議会ＷＳ 地域活動者（西花畑校区） 11/20 ４０人 

博多 魅力あるコミュニティづくり

研修会 

自治協議会 会長・副会長・会計 
1/23 56人 

 

・中央区において，「キラリ校区支援事業」を実施 

校区を対象として，地域課題の抽出，解決策の検討などの取り組みを支援。 

２７年度は，舞鶴自治協議会において，社会福祉協議会と公民館と連携して，高齢者の居

場所づくりとして舞鶴公民館で，地域カフェ（舞鶴カフェ）を実施し，そのコラボ企画

として１２月１３日にクリスマスコンサートを実施。 
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主な事業等 事業等の実績 

 イ 自治協議会等

会長への感謝状 

の贈呈 

・自治貢献者に対し、市長から感謝状を贈呈した 

<対象者>    自治協議会会長退任者 

<贈呈人数>   贈呈人数 10人 

<贈呈式>    平成 27年11月27日 

※「第 4回福岡市自治協議会サミット」の中で実施 

ウ 「自治活動ハンドブック」の作成，配布                      再掲Ⅱ-（１）オ 

 

エ 「地域デビュー応援事業」による自治会・町内会への支援              再掲Ⅱ-（１）ア 

 

オ 自治協議会と連携して実施する等による自治会・町内会向けの研修会等の開催     再掲Ⅱ-（１）イ 

(2) 地域役員等の担い手づくり 

 ア コミュニティ

への協力依頼

の整理・削減 

【全局・区・室での取り組み推進】 

＜25 年度までの取り組み＞ 

・21年度から見直しに本格着手し、推進本部を中心に全庁的な見直しを推進してきたが、十

分な取り組みがなされていなかった。 

・そこで、平成22年度に、推進本部の中で取り組み方針を改めて確認し、全局・区・室にお

いて、再度、協力依頼の見直しに向けた検討作業を実施した上で、着実に見直しを実行す

るよう周知徹底を図った。 

・推進本部において、引き続き着実に見直しを実行するよう、取り組み内容の周知徹底を図

った。 

 

イ 公民館事業を通じた人材発掘・育成                        再掲Ⅳ-（１）ア 

 

ウ 自治協議会と連携して実施する等による自治会・町内会向けの研修会等の開催     再掲Ⅱ-（１）イ 

 

エ 自治協議会活動の活性化に向けた研修会等の開催や勉強会への協力          再掲Ⅲ-（１）ア 

 

オ 「自治協議会サミット」の開催                                       再掲 Ⅰ-（１）ア 

 

カ 自治協議会等会長への感謝状の贈呈                                               再掲 Ⅲ-（１）イ 

 

キ 活力あるまちづくり支援事業補助金の交付                     再掲Ⅰ-（３）ア 

 

(3) 新たな担い手としての企業等の参加の促進 

 

ア “ふくおか”

地域の絆応援

団の登録・公

表 

・地域活動を応援している企業や商店街等を「“ふくおか”地域の絆応援団」として登録・公

表し，地域との連携を進める 

 【応援団登録数】（28年2月 29日時点） 

 ・１２団体 （企業，商店街，大学，個人事業所など含） 
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主な事業等 事業等の実績 

 

イ セミナー開催

による連携の

促進 

・ＮＰＯや企業の等との共働による地域課題解決への取組みを促進するとともに，コミュニ

ティの担い手と雇用の創出を目指す 

【地域課題可決プロジェクト創出セミナー開催実績】 

・第１回 平成２７年 ５月２０日（参加者：約７０名） 

 地域課題の解決に向けた取組みを行なっている企業・NPOの方々によるトークセッション 

・第２回 平成２７年 ７月２９日（参加者：約１００名） 

 テーマ：高齢者を地域で支えるさまざまなビジネス（事例紹介） 

・第３回 平成２７年１１月２９日（参加者：約７０名） 

 テーマ：地域での健康づくりや見守りを支える ICT技術を活用したビジネス（事例紹介） 

・第４回 平成２８年 ２月２３日開催（参加者：約８０名） 

テーマ：地域カフェなど，地域での交流の場所づくり（事例紹介） 

 

※対象者：地域でのビジネスに関心のある創業者，企業の新規事業部門関係者， 

 自治協議会等地域団体関係者，そのほか一般の方 
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■Ⅳ 全体を通じた取組 
                                     [主な事業等の状況] 

主な事業等 事業等の実績 

(1) 公民館の取組 

 

 

 

 

 

 

ア 公民館事業を

通じた人材発

掘・育成 

 

【公民館地域人材発掘・育成支援事業】 

・団塊の世代や地域ボランティアに関心を持つ人など、地域における多様な人材のコミュニ

ティデビューを促す事業を地域と連携して実施し、活動の担い手づくりを通じて、コミュニ

ティの活性化を図ることを目的に実施〔H24.4月～〕 

 

【自治会コミュニティ応援事業】 

・単位自治会では，様々な悩みを抱え，一人で負担を感じている自治会長も増えてきている

ことから，公民館が，自治会・町内会長同士や公民館長等との交流を図り，地域課題や課題

解決の成功事例等を共有し，解決策を見出す機会となる事業を実施することにより，地域コ

ミュニティ活動の支援を推進することを目的に実施 

 

 

 

イ 自治協議会等

との連携によ

る効果的・効率

的な事業の推

進 

 

・公民館運営懇話会（地域団体の代表者等で構成）を通し、地域の課題の把握に努めている 

・公民館と区の連携を強化し、さまざまな地域課題に応じた学習機会の提供に努めている 

・地域との情報共有や役割分担などにより、地域が自主的・主体的に行う事業と公民館事業

の重複を避け、効果的な事業実施を図っている 

・区においては、研修会などを公民館長と自治協議会会長が合同で実施するなど、地域課題

などを把握する工夫を行っている 

・区において、次の取り組みを行った 

区 事業内容 対象 実施時期 参加人数 

早良 地域コミュニティ推進交流会

（情報交換会） 

自治協議会会長、公民館職

員、区職員 

2/21 75人 

 

 

ウ 公民館による

自治協議会等

のコミュニテ

ィ支援の充実 

 

【コミュニティに対する情報提供・施設提供など】 

・情報提供・施設提供などの支援を引き続き実施している 

・公民館職員のパソコン処理能力の向上を図り、ホームページや公民館だよりなどの情報発

信力を強化する「公民館情報発信力向上支援事業」を、平成 22 年度より全市に拡大し実

施している（早良区は平成 21年度より実施） 

・公民館ブログや公民館だよりと連携し，地域コミュニティの広報活動等を支援する 
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主な事業等 事業等の実績 

 エ 公民館職員へ

の研修などの

実施 

 

職員の資質向上を図るため、各区において、自治協議会との連携やコミュニティの支援、生

涯学習、人権教育に関する研修などを実施している〔年6回〕 

・新任・再任公民館職員を対象に、自治協議会との連携やコミュニティ支援に関する研修を

実施している 

・校区担当職員による公民館訪問を通して公民館への助言･指導に努めている 

 

 

(2) 情報通信技術（ＩＣＴ）の活用促進 

 ア コミュニティが行う広報活動の支援                                                再掲Ⅰ-(1)オ 

 

(3) 市役所のあり方 

 ア 校区担当職員
による自治協
議会等のコミ
ュニティ支援
の充実 

 

・コミュニティ支援に活用できるよう、校区担当職員への研修の中で、地域における課題へ

の対応策などについての意見・情報交換を行った （Ⅳ-（３）エ） 
 

 

 

 

 イ 校区担当職員 

への研修の実
施 

 

・校区担当職員を対象に、次の研修を行った〔5～6月〕 

 対象 日時 内容 

新任校区担当

職員 

5/20 ・コミュニティ施策の概要とこれまでの経緯 

・活力あるまちづくり支援事業補助金 

・市民活動保険等について 

校区担当職員

（全員） 

6/12 

6/19 
・人権研修 

・ファシリテーション研修① 

6/26 

6/30 ・ファシリテーション研修② 
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主な事業等 事業等の実績 

 ウ 職員研修の実
施 

 

【コミュニティに関する全職員研修（集合研修）】 

・全職員対象の必修研修として「コミュニティに関する全職員研修」を実施している〔H21.11
月～〕 

<27年度実施日・講師> ※ 各回２時間。８回開催 

日程 講師（主な役職） 
コーディネーター： 十 時  裕 氏（地域活動アドバイザー） 

1/28 河野 宏康 氏 （玄洋校区自治協議会会長） 

赤瀬  清  氏 （玄洋校区自治協議会会計） 

高木 柾彌 氏 （姪浜校区自治協議会会長） 

1/29 馬瀬  博  氏  （鶴田校区自治協議会会長） 

2/1 馬場 公司 氏  （東箱崎校区団体協議会会長） 

2/2 稲益 重樹 氏 （城南校区自治協議会会長） 

2/3 川邉  哲  氏 （那珂校区自治協議会会長) 

2/4 行徳 收司 氏  (野芥校区自治協議会会長) 

鶴園 久美子 氏（野芥校区自治協議会事務局員） 

2/5 井上 鴻一 氏  (大名自治協議会会長) 

<主な内容>    ・コミュニティ施策の考え方、取り組むべき事項 
・写真によるコミュニティの活動紹介 
・外部講師によるミニフォーラム 

 
<受講者数>    約720人（各回 90人程度） 

 
<会場>      市職員研修センター 
 
 

・新規採用職員に対し、「コミュニティと市の共働」について、研修を実施した。 
 

<研修の概要>  ・新規採用職員研修（社会人経験者・１０月採用含）の中で実施 
・市職員が講師となり、自治協議会制度の概要を中心に説明 
（約 350人受講） 

 
・学校用務員に対し、「コミュニティと市の共働」について，研修を実施した。 
   <研修の概要>  ・学校用務員全体教養研修の中で実施 
           ・市職員が講師となり，自治協議会制度について説明 
           ・外部講師によるミニフォーラム 
 
 

エ 職員向け手引
きの作成 

事業完了 

 

 

 

※ 全職員研修の中で、テキストとして使用している 

 

 

 オ 市民向けＰＲチラシの作成･配布                         再掲Ⅱ-（１）エ 

 

カ 「コミュニティ通信」を通じた地域情報の発信                  再掲Ⅰ-（１）イ 

 

・平成21年11月に職員向け手引書「地域との共働の手引」を発行 

・平成27年12月に、「地域との共働の手引」(改訂版)を発行  

［改訂内容］自治協議会の設立数などを最新のものに更新  



住んでいる地域の現状と将来像を校区住民が共有し，地域の目標や特性を生かした地域

による地域のためのまちづくりの推進を図るとともに，外からの視点も活かして将来像を

語り合う過程を経ることで，住んでいる地域へのさらなる愛着と誇りの醸成や，新たな地

域活動の担い手の発掘・育成を図る。 

 地域活動を応援している企業や商店街等を登録・公表して地域との連携を進めるととも

に、特に貢献度の高い企業・商店街等について感謝状を贈呈する。 
 また，「応援団」の活動を推進する組織を設置し、フォーラムやセミナーを開催するほか、

交流の場を設けるなど企業間の情報交換や取り組みの推進を図る。 

 地域の一員である学生に地域に地域での交流を促すとともに公民館の「つなぐ」機能の

強化を図るため，学生と公民館が地域に向けた事業の企画・実施をし，その成果を発表す

るとともに，これから連携を目指す公民館，学校及び学生のための冊子を作成し，配布す

る。 

従来の「活力あるまちづくり支援事業補助金」について，自治協議会が行う地域住民の

交流の場づくり等の絆づくりなど共創の取組みを進めるとともに，地域役員等の担い手不

足解消に向けた支援を行うことを目的とする。 

 

※平成28年度拡充内容 

自治協議会制度発足から10年が経て，「地域のまち・絆づくり検討委員会」からの提言

も踏まえ，地域のまちづくりを自治の確立の段階から共に創る「共創」の段階へ進め，

地域の未来を様々な主体と共に創る取組みを推進するもの。 

（1）「事業費」の増額 

地域カフェなどの絆づくりや校区の特性に応じた取組みを推進するため，事業費を増

額。 

※人口区分に応じて8～12万円を増額 

（2）「運営費」（活動費）の増額 

自治協議会役員の校区内での連絡調整等に係る費用として，活動費分の金額を増額。 

※自治協議会会長の活動費の平均額が約 5 万円（H26 自治協議会アンケート）である

ことから，会長を補佐する役員の活動費も含め，人口区分に応じて 

 8～12 万円を増額 

 平成 27 年度まで実施していた「地域人材発掘・育成支援事業」，「自治会コミュニティ応

援事業」「みんなの公民館づくり（地域・公民館の情報発信の強化）」「ふるさとフォトミュ

ージアム事業」「みんなの公民館づくり（住民の活動の場づくり）」を以下の 5 つのプログ

ラムにリニューアルし，そのうち 4 つについては，区が選択できるカフェテリア方式とす

ることで，地域の実情に応じた効果的な事業とする。 

 

  

 

 

 ○共創自治協議会事業【拡充】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 校区ビジョン策定支援【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ “ふくおか”地域の絆応援団事業【新規】 

 

 

 

 

 

 ○ 学生がデザインする公民館事業【新規】 

 

 

 

 

 ○ 地域の担い手パワーアップ事業【リニューアル】 

 

■ 平成 28年度の新規事業等 
魅力・絆づくり 

担い手づくり 

資料６ 
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